
４．事業の成果

1.事業の位置付け

2.事業の目的・概要

５．事業に対する評価

3.事業のコスト

６．今後の方向性

平成28年度　事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 02 総務費 項 01 年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 平成25年

大事業 451 行政区事業
指標

行政嘱託員数

総務管理費 目 01 一般管理費 評価指標 単位

中事業 01 行政区事務事業
達成率(%) 100.00 100.00

指標の説明 行政嘱託員の人数

成
果

実績 441 441 441 440

100.23 100.00

人
目標 441 441 440 440

総合
計画

基本構想 1 住民とともに育むまちづくり 所管
部局

総合政策部

22 22

活
動

実績 22 22 22 22

達成率(%) 100.00

指標

文書配送日数
日

目標 22 22

100.00

指標

施策

100.00 100.00

基本計画 1-1 住民と行政の協働によるまちづくりの推進 まちづくり推進課 指標の説明 行政文書の配送日数

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 ソフト事業 達成率(%) 0.00 0.00 0.00 0.00

目標

実績

総合
戦略

政策パッケージ

根拠法令 有 地方自治法（認可地縁団体） 指標の説明

根拠例規 有 坂井市地区区長会運営事業交付金実施要綱ほか 指標

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 無 実績

達成率(%) 0.00

目標

0.00 0.00 0.00

指標の説明

目
的
・
趣
旨

行政嘱託員報酬及び地区区長会運営交付金を交付し、行政嘱託員を通じて、行政事
務の円滑な運営と連絡調整を図るとともに地区区長会活動を支援する。

指標に基づく評価

地域コミュニティの希薄化、少子化が叫ばれている中で、区内及び区と行政の
連携を図る役割である行政嘱託員の役割は特に重要である。今後、行政区割の
見直し等も考えられるが、地域のコミュニティ維持ができるよう目標達成に向
けて取り組んでいく。

行政文書配布について、現状は民間配達業者に委託しているが、配達業界の人員不
足、働き方の見直し等により、コスト増または、委託不可の事態が懸念される。

（単位：千円）
これまでの見
直しや改善等

の実績

委託業者と適時状況や業務の簡素化等について検討を実施している。

平成28年度 平成27年度 平成26年度

実
施
手
段
・

方
法
等

・市等から発行される行政文書を区長宅に配送する業務を委託する。
・行政嘱託員に広報物の配布やその他行政に関する伝達、通知又は周知、住民の意識高揚及
び協力依頼、災害時の広報、調査及び報告等の業務を依頼し、行政と行政区（市民）との円
滑な連絡調整・連携強化を図る。
・地区区長会の活動により、区相互の連携や地域と行政との連携の強化、または、地域内の
コミュニティ形成を図る。

現状と課題

効率性に課題

人

総事業費 77,201 71,049 78,430

コ
ス
ト

事業費 67,064 67,637 67,396

人件費 10,137 3,412 11,034

人
員

方向性の
説明

短期的なものとしては、文書配布について、行政嘱託員及び配達業者の事務軽減及び経費
節減のため、出来るだけ市の広報を活用するよう関係各課に周知を行う。
中長期的なものとしては、協働のまちづくりをさらに推進するために、他部局の補助金等
（敬老会等）の一括交付について検討を行っていく。

その他特定財源

短期的な方向性
継続

中長期的な方向性
継続

人員計 1.51 人 0.48 人 平成30年度1.57 人 目標年度 平成29年度 目標年度

臨時職員 0.00 人 0.00 人

財
源
内
訳

国県支出金

1.57 人

0.00 人

正職員 1.51 人

一般財源 77,201 71,049 78,430

0.48



４．事業の成果

1.事業の位置付け

2.事業の目的・概要

５．事業に対する評価

3.事業のコスト

６．今後の方向性

平成28年度　事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 02 総務費 項 01 年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 平成25年

大事業 451 行政区事業
指標

掲示板設置件数

総務管理費 目 01 一般管理費 評価指標 単位

中事業 06 行政区施設整備事業
達成率(%) 80.00 100.00

指標の説明 区掲示板の設置件数

成
果

実績 8 10 14 6

175.00 75.00

件
目標 10 10 8 8

総合
計画

基本構想 1 住民とともに育むまちづくり 所管
部局

総合政策部

17 12

成
果

実績 31 21 13 17

達成率(%) 155.00

指標

集会施設修繕等件数
件

目標 20 15

140.00

指標

施策

76.47 141.67

基本計画 1-1 住民と行政の協働によるまちづくりの推進 まちづくり推進課 指標の説明 区等の集会施設修繕等件数

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 補助金事業（事業補助） 達成率(%) 0.00 0.00 0.00 0.00

目標

実績

総合
戦略

政策パッケージ

根拠法令 無 指標の説明

根拠例規 有 集会施設整備事業・区掲示板設置事業・コミュニティ会館支援事業補助金実施要綱 指標

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 無 実績

達成率(%) 0.00

目標

0.00 0.00 0.00

指標の説明

目
的
・
趣
旨

区等が所有又は管理する集会施設増改築及び修繕するための経費並びに区掲示板を
設置するための経費を補助し支援することで、良好な活動拠点の確保及び区や行政
情報の円滑な伝達を行い、市民が行う自主的なコミュニティ活動を推進し健全な発
展を図る。

指標に基づく評価

区の集会施設は、区のコミュニティ活動を実施する拠点となる施設であり、バ
リアフリー化等による修繕の要望が増え、目標を大きく上回っている。

近年、集会施設の老朽化やバリアフリー化により要望が増えている。

（単位：千円）
これまでの見
直しや改善等

の実績

出来るだけ早く、区の要望や状況の把握に努め、効率よい対応を行っている。

平成28年度 平成27年度 平成26年度

実
施
手
段
・

方
法
等

・区民が良好にコミュニティ活動を行えるよう、区等が所有又は管理する集会施設
の増築・改築・修繕に対し補助を行う。
・区の情報及び行政からの情報を伝達する手段として、区等の掲示板設置に対し補
助を行う。 現状と課題

課題はない

人

総事業費 31,383 18,405 11,626

コ
ス
ト

事業費 26,348 14,211 5,933

人件費 5,035 4,194 5,693

人
員

方向性の
説明

地域の要望を的確に把握し、事業の内容を十分に精査し、過度な修繕にならないように努
め、効率よい対応を行う。

その他特定財源

短期的な方向性
継続

中長期的な方向性

人員計 0.75 人 0.59 人 0.81 人 目標年度 平成29年度 目標年度

臨時職員 0.00 人 0.00 人

財
源
内
訳

国県支出金 5,000

0.81 人

0.00 人

正職員 0.75 人

一般財源 26,383 18,405 11,626

0.59



４．事業の成果

1.事業の位置付け

2.事業の目的・概要

５．事業に対する評価

3.事業のコスト

６．今後の方向性

平成28年度　事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 02 総務費 項 01 年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 平成25年

大事業 551 協働のまちづくり事業
指標

一括交付金選択地区数

総務管理費 目 01 一般管理費 評価指標 単位

中事業 01 協働のまちづくり事業
達成率(%) 66.67 47.62

指標の説明

成
果

実績 14 10

0.00 0.00

団体
目標 21 21

総合
計画

基本構想 1 住民とともに育むまちづくり 所管
部局

総合政策部

46,600 46,400

活
動

実績 46,800 46,430 46,250 43,061

達成率(%) 100.00

指標
協働のまちづくり事業交付金交
付額

千円
目標 46,800 46,800

99.21

指標

まちづくりカレッジ受講者数施策
成
果

99.25 92.80

基本計画 1-1 住民と行政の協働によるまちづくりの推進 まちづくり推進課 指標の説明

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 ソフト事業 達成率(%) 92.00 0.00 0.00 0.00

人
目標 25

実績 23

総合
戦略

政策パッケージ

根拠法令 無 指標の説明

根拠例規 有 協働のまちづくり事業交付金実施要綱 指標

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 無

　

実績

達成率(%) 0.00

目標

0.00 0.00 0.00

指標の説明

目
的
・
趣
旨

　23のまちづくり協議会の自主的・主体的な地域づくり活動に対して支援を行う
とともに、市民と行政が連携する協働のまちづくりの構築と住みよい地域社会の実
現を目指す。
　平成27年度から地域コミュニティの拠点として公民館をコミュニティセンター
に移行し、地域づくり活動を支援するソフト事業にも取り組む。

指標に基づく評価

・一括交付金は地域の一体または連携による地域づくり活動を支援を図ってい
る。
・協働のまちづくり事業交付金はこれまで交付可能額を下回る申請があった
が、平成28年度は満額達成となった。は使途に係る規定を緩和したことに因
る。
・まちカレは、地域づくりに係る知識・技能を有する者を輩出することができ

地域の特性に応じたまちづくり協議会の活動に対する支援と市全体で取り組むべき人
材の発掘・育成等の両輪が機能することで、協働のまちづくりの推進に繋がる。

（単位：千円）
これまでの見
直しや改善等

の実績

協働のまちづくり事業交付金は規定を見直し使い易い交付金となった。また、コミセ
ン化以降、まちづくりカレツジの開講をはじめパートナーシップ講座等各種の支援事
業を実施している。

平成28年度 平成27年度 平成26年度

実
施
手
段
・

方
法
等

・協働のまちづくり事業交付金
・まちづくりカレッジ、カフェ夜学部の開講
・災害ボランティアセンター連絡会
・その他　各種の地域支援ソフト事業 現状と課題

課題はない

人

総事業費 154,287 109,504 75,038

コ
ス
ト

事業費 71,858 48,283 49,526

人件費 82,429 61,221 25,512

人
員

方向性の
説明

協働のまちづくりの推進は、まちづくり協議会の現状を把握しながら有効で柔軟な支援を
継続する。また、市民を対象としたまちづくりカレッジ、災害時のボランティア活動に備
えた災害ボランティアセンター等市全体で取り組む協働のまちづくりの推進もあわせて継
続する。

その他特定財源

短期的な方向性
継続

中長期的な方向性
継続

人員計 28.36 人 26.36 人 平成31年度3.63 人 目標年度 平成29年度 目標年度

臨時職員 26.00 人 24.95 人

財
源
内
訳

国県支出金 156

3.63 人

0.00 人

正職員 2.36 人

25,327 9,187 10,554

一般財源 128,804 100,317 64,484

1.41



４．事業の成果

1.事業の位置付け

2.事業の目的・概要

５．事業に対する評価

3.事業のコスト

６．今後の方向性

平成28年度　事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 02 総務費 項 01 年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 平成25年

大事業 601 コミュニティセンター事業
指標

コミセン年間利用者数

総務管理費 目 01 一般管理費 評価指標 単位

中事業 01 コミュニティセンター維持管理事業
達成率(%) 91.77 99.67

指標の説明

成
果

実績 385,436 418,634 419,660 416,304

101.12 101.54

人
目標 420,000 420,000 415,000 410,000

総合
計画

基本構想 1 住民とともに育むまちづくり 所管
部局

総合政策部

実績

達成率(%) 0.00

指標 目標

0.00

指標

施策

0.00 0.00

基本計画 1-1 住民と行政の協働によるまちづくりの推進 まちづくり推進課 指標の説明

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 施設管理事業 達成率(%) 0.00 0.00 0.00 0.00

目標

実績

総合
戦略

政策パッケージ

根拠法令 無 指標の説明

根拠例規 有 坂井市コミュニティセンター条例 指標

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 有 事務取扱マニュアル 実績

達成率(%) 0.00

目標

0.00 0.00 0.00

指標の説明

目
的
・
趣
旨

　地域住民に最も身近な学習の場であるとともに、地域住民の交流の場であるコ
ミュニティセンター施設の適正な維持管理を図り、運営及び施設機能の充実を図
る。 指標に基づく評価

コミセン利用者の大半を占める登録団体の高齢化に伴い、利用者数は減少傾向
にある。

コミセンに移行したことで地域コミュニティ施設として利活用を図る必要がある。

（単位：千円）
これまでの見
直しや改善等

の実績

・受益者負担改正に伴う使用料の見直し

平成28年度 平成27年度 平成26年度

実
施
手
段
・

方
法
等

・センター長及び職員の配置
・維持管理に係る消耗品、修繕、保険料、保守点検、備品購入等の計上

現状と課題

課題はない

人

総事業費 152,791 194,284 0

コ
ス
ト

事業費 104,431 143,208

人件費 48,360 51,076

人
員

方向性の
説明

　平成31年度までにコミセン改修等整備が完了することに伴い、コミセンを地域コミュニ
ティの拠点に相応しい機能を有し住民が利用しやすく、学び・交流する施設となるよう目
指す。

その他特定財源

短期的な方向性
継続

中長期的な方向性

人員計 17.10 人 19.42 人 0.00 人 目標年度 平成31年度 目標年度

臨時職員 16.00 人 17.20 人

財
源
内
訳

国県支出金

人

人

正職員 1.10 人

14,597 11,679

一般財源 138,194 182,605 0

2.22



４．事業の成果

1.事業の位置付け

2.事業の目的・概要

５．事業に対する評価

3.事業のコスト

６．今後の方向性

平成28年度　事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 02 総務費 項 01 年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 平成25年

大事業 601 コミュニティセンター事業
指標

コミセン年間利用者数

総務管理費 目 01 一般管理費 評価指標 単位

中事業 06 コミュニティセンター運営事業
達成率(%) 91.77 99.67

指標の説明 施設の利活用数

成
果

実績 385,436 418,634 419,660 416,304

101.12 101.54

人
目標 420,000 420,000 415,000 410,000

総合
計画

基本構想 1 住民とともに育むまちづくり 所管
部局

総合政策部

150 150

成
果

実績 146 141 125 125

達成率(%) 97.33

指標

コミセン講座開催件数
件

目標 150 150

94.00

指標

コミセン利用団体登録数施策
成
果

83.33 83.33

基本計画 1-1 住民と行政の協働によるまちづくりの推進 まちづくり推進課 指標の説明 主催事業実施の目安

7,284

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 ソフト事業 達成率(%) 68.14 65.42 67.52 72.84

人
目標 10,000 10,000 10,000 10,000

実績 6,814 6,542 6,752

総合
戦略

政策パッケージ

6,532 6,694 7,287

根拠法令 無 指標の説明 定期的に利用する団体数

根拠例規 有 坂井市コミュニティセンター条例 指標

コミセン講座受講者数関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 無 事務取扱マニュアル
成
果

実績 5,931

達成率(%) 98.85

件
目標 6,000

0.00 0.00 0.00

指標の説明 主催事業に対する効果の目安

目
的
・
趣
旨

　地域の特色や素材を生かした学びの中から、交流や情報交換のできる生涯学習・
地域づくり活動の場を提供し、地域の活性化につなげる。

指標に基づく評価

コミセン利用者数は微減傾向にある。
（なお、平成28年度の減少はコミセン改修等工事による閉館期間等の影響の
ため）

利用者は高齢層に偏っている為、あらゆる年齢層が利用できる施設とする必要があ
る。
・憩いのスペース…憩いや交流を促進
・地域づくり活動の参画者数の増

（単位：千円）
これまでの見
直しや改善等

の実績

・カフェを配置するなど集い、憩える、ふれ合える機能を充実させた。

平成28年度 平成27年度 平成26年度

実
施
手
段
・

方
法
等

　趣味・教養講座や地域の特性を生かした教室等を開催し、多くの市民が参加する
ことで、生涯学習と地域づくり活動の推進を図る。これからも、地域コミュニティ
の拠点として、地域の課題やニーズを把握した上で、各種講座の充実を図ってい
く。 現状と課題

課題はない

人

総事業費 78,878 67,995 0

コ
ス
ト

事業費 6,250 6,156

人件費 72,628 61,839

人
員

方向性の
説明

コミセンに移行したことで、生涯学習のみならず地域コミュニティ拠点としての役割を踏
まえて、地域住民にとって利活用しやすい施設となるよう、開館（休館）日、開館時間、
人員配置等を見直す必要がある。平成31年度にコミセン施設改修等が完了するまでには確
立する。また、リレー講座等地域の特性を活かし地域づくりにつなぐことができる事業を
充実させる。

その他特定財源

短期的な方向性
継続

中長期的な方向性

人員計 26.90 人 27.08 人 0.00 人 目標年度 平成31年度 目標年度

臨時職員 26.00 人 25.84 人

財
源
内
訳

国県支出金

人

人

正職員 0.90 人

1,452

一般財源 77,426 67,995 0

1.24



４．事業の成果

1.事業の位置付け

2.事業の目的・概要

５．事業に対する評価

3.事業のコスト

６．今後の方向性

平成28年度　事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 02 総務費 項 01 年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 平成25年

大事業 601 コミュニティセンター事業
指標

改修等実施施設数

総務管理費 目 01 一般管理費 評価指標 単位

中事業 11 コミュニティセンター施設整備事業
達成率(%) 27.27 0.00

指標の説明 改修等対象コミセンのうち実施数（地区体育館、トイレ改修のみ除く）

実績 6

0.00 0.00

施設
目標 22

総合
計画

基本構想 1 住民とともに育むまちづくり 所管
部局

総合政策部

実績

達成率(%) 0.00

指標 目標

0.00

指標

施策

0.00 0.00

基本計画 1-1 住民と行政の協働によるまちづくりの推進 まちづくり推進課 指標の説明

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 ハード事業 達成率(%) 0.00 0.00 0.00 0.00

目標

実績

総合
戦略

政策パッケージ

根拠法令 無 指標の説明

根拠例規 有 坂井市コミュニティセンター条例 指標

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 有 坂井市総合計画、ＪＲ春江駅周辺整備基本計画ほか 実績

達成率(%) 0.00

目標

0.00 0.00 0.00

指標の説明

目
的
・
趣
旨

地域コミュニティの拠点施設として安心安全で利用しやすく、親しみやすい施設整
備を行う。

指標に基づく評価

計画に基づき順次実施

計画に基づき順次実施

（単位：千円）
これまでの見
直しや改善等

の実績

改築・大規模改修の場合は地域協議を行い、地域の要望や意見を取り入れた設計・施
工とする。

平成28年度 平成27年度 平成26年度

実
施
手
段
・

方
法
等

平成27年度にコミュニティセンター改修等計画を策定し、その計画に基づいたコ
ミセンの改築・改修等を順次実施する。

現状と課題

課題はない

人

総事業費 918,582 206,616 0

コ
ス
ト

事業費 908,512 201,853

人件費 10,070 4,763

人
員

方向性の
説明

平成31年度に全てのコミセンの改修等が完了する予定である。

その他特定財源

短期的な方向性
完了

中長期的な方向性

人員計 1.50 人 0.67 人 0.00 人 目標年度 平成31年度 目標年度

臨時職員 0.00 人 0.00 人

財
源
内
訳

国県支出金 190,933 78,000

人

人

正職員 1.50 人

574,800 113,000

一般財源 152,849 15,616 0

0.67



４．事業の成果

1.事業の位置付け

2.事業の目的・概要

５．事業に対する評価

3.事業のコスト

６．今後の方向性

方向性の
説明

基金活用による協働のまちづくりの推進を継続する。

総合
戦略

政策パッケージ

施策

根拠法令

根拠例規

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ

坂井市地域振興基金条例

中長期的な方向性

目標年度

人
員

0.07 人 0.02 人

141

9,621 10,695

コ
ス
ト

事業費 6,898 9,123 10,554

目標年度 平成32年度

短期的な方向性
継続

臨時職員 0.00 人 0.00 人 0.00 人

人員計 0.10 人 0.07 人 0.02 人

正職員 0.10 人

一般財源 671 498 142

財
源
内
訳

国県支出金

その他特定財源 6,898 9,123 10,553

実
施
手
段
・

方
法
等

基金の運用利益相当分を協働のまちづくり事業交付金の一部に充当する。

現状と課題

（単位：千円）

平成28年度 平成27年度 平成26年度

目
的
・
趣
旨

坂井市地域振興基金条例に基づき基金を設立し、市民相互の連携の強化及び地域振
興に資する。

指標の説明

平成28年度に基金の取り崩しがあった。3,380,000千円→2,930,000千円
これまでの見
直しや改善等

の実績

課題はない

達成率(%)

人件費 671 498

0.00 0.00 0.00 0.00

目標

実績

目標

有

実績

無

指標

指標

無

達成率(%) 0.00 0.00 0.00 0.00

指標の説明

目標

実績指標のため目標値の設定なし

活
動

実績 2,930,000 3,380,000

達成率(%) 0.00 0.00 0.00

千円
目標

0.00

指標

基金年度末現在高

指標

運用益の充当額
千円

平成26年度 平成25年地域振興基金費 評価指標 単位

＜事業の名称等＞

年度 平成28年度 平成27年度予算 款 13 諸支出金 項 02 基金費 目 05

平成28年度　事務事業評価シート

毎年度、適正に充当し、まち協活動に役立てられている。

9,123 10,554

実績 6,898 9,123

6,898

10,554

運用益の推移指標の説明

指標の説明

成
果

達成率(%) 100.00 100.00 100.00 0.00

大事業 051

指標に基づく評価

毎年度、適正に充当し、まち協活動に役立てられている。

地域振興基金

中事業 01

住民と行政の協働によるまちづくりの推進 まちづくり推進課

地域振興基金

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 内部管理事業

総合
計画

基本構想 1 住民とともに育むまちづくり 所管
部局

総合政策部

基本計画 1-1

総事業費 7,569


